
令和６年12月

公 共 事 業 費 1,982 1,973 1,180
（対前年度比） 99.6%

一般公共事業費 1,877 1,880 817
（対前年度比） 100.2%

治  山  事 業 費 624 625 310
（対前年度比） 100.2%

森林整備事業費 1,254 1,256 506
（対前年度比） 100.2%

災害復旧等事業費 105 93 363
（対前年度比） 89.1%

非 公 共 事 業 費 1,021 1,095 236

（対前年度比） 107.3%

3,003 3,068 1,416

（対前年度比） 102.2%

2 上記のほか、農山漁村地域整備交付金に、林野関係事業を措置している。

3 金額は、関係ベース。

4 計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

（注）1 林野公共関係予算の総合計は2,735億円

・林野公共事業（令和７年度当初）：1,880億円

・林野公共事業（令和６年度補正）：817億円

・路網の整備・機能強化対策（非公共（令和７年度当初・令和６年度補正））：38億円

令和７年度　林野関係予算の概要

区　　　    分
６年度
予算額

７年度
概算決定額

６年度
補正追加額

億円 億円 億円

合　　　　　　計
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令和７年度林野関係予算の重点事項

７年度当初予算  ３,０６８億円

６年度補正予算  １,４１６億円

（※）各事項の下段（ ）内は、令和６年度当初予算額

Ⅰ 食料安全保障の強化

１ 生産資材の確保・安定供給

【７年度当初】 【６年度補正】

① 燃油・資材の森林由来資源への転換等対策

・木質バイオマスの収集・運搬の効率化、きのこの

生産施設の省エネ化や生産資材導入、廃菌床を家

畜の敷料に活用する林畜連携の取組等を支援

（林業・木材産業循環成長対策のうち

木質バイオマス・特用林産物関係）

６２億円の内数

（６５億円の内数）

１７億円

Ⅱ 鳥獣被害対策等

① 鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進

・鳥獣被害の防止に向け、ＩＣＴ等を活用したスマ

ート鳥獣害対策の推進やシカ・クマの捕獲対策の

強化、高度な鳥獣被害対策人材の育成・確保、侵

入防止柵の整備等を支援するほか、森林における

効果的・効率的なシカ捕獲の取組を推進

・捕獲鳥獣を有効活用し、更なるジビエ利活用を推

進するため、捕獲個体の広域搬入体制の整備や情

報発信の強化等による需要拡大の取組を支援

１００億円の内数

（１００億円の内数）

５５億円の内数



Ⅲ カーボンニュートラルの実現・花粉症解決に向けた森林・林業・木材産業総合対策

【７年度当初】 【６年度補正】

① 森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策

・カーボンニュートラルを実現し、花粉発生量の削

減にも資するよう、川上から川下までの森林・林

業・木材産業政策を総合的に推進

 １４４億円

（１４４億円）

（林業・木材産業国際競争力強化総合対策）

４５９億円

（花粉の少ない森林への転換促進緊急総合対策）

５６億円

ア 森林の集約化モデル地域実証事業

・市町村、都道府県、森林所有者、森林組合、林

業経営体、川中・川下事業者等の関係者が、所

有者不明森林を含め、循環利用に取り組む経営

体へ森林の集積・集約化を進めるための、地域

の森林の将来像の作成・共有、境界確定、関係

者間でのデジタル森林情報の共有等を支援

５億円

（－）

イ 林業・木材産業循環成長対策

・路網の整備・機能強化、搬出間伐の実施、再造

林の低コスト化、エリートツリーの安定供給、

高性能林業機械の導入とともに、木材加工流通

施設の整備や木造公共建築物の整備、森林由来

Ｊ－クレジット等森林価値の活用等を支援

６２億円

（６５億円）

１１６億円

ウ 林業デジタル・イノベーション総合対策

・林業機械の自動化・遠隔操作化技術や森林内の

通信技術・木質系新素材の開発・実証、先進技

術を活用する技術者の育成、地域一体で林業活

動にデジタル技術をフル活用する戦略拠点の構

築等を支援

 ３億円

（４億円）    

５億円

エ 建築用木材供給・利用強化対策

・木造中層建築物に係る設計や木質耐火部材・Ｊ

ＡＳ構造材の技術開発、製材やＣＬＴ等を用い

た建築物の低コスト化に向けた技術開発や設

計・建築実証、木造建築物の設計者・施工者の

育成等を支援

 １０億円

（１０億円）

２４億円



【７年度当初】 【６年度補正】

オ 木材需要の創出・輸出力強化対策

・地域の取組に対する木材利用の専門家派遣、Ｃ

ＬＴ等の輸出促進、合法伐採木材の利用促進、

木質バイオマスを活用した「地域内エコシステ

ム」の展開、特用林産物の需要拡大等を支援

３億円

   （３億円）

       

４億円

カ 森林・林業担い手育成総合対策

・「緑の雇用」事業による新規就業者への体系的

な研修、林業大学校で学ぶ就業前の青年への給

付金給付、高校生の林業体験学習や女性の活躍

促進、森林プランナーの育成、林業経営体の安

全診断などの労働安全対策等の取組を支援

４７億円

（４７億円）

６億円

キ 林業・木材産業金融対策

・意欲と能力のある林業経営者が行う機械導入・

施設整備に対する融資の円滑化を支援

４億円

（４億円）

ク 森林・山村地域活性化振興対策

・里山林の整備・活用に取り組む組織の確保・育

成、「半林半Ｘ」を含む活動の実践による山村

地域活性化を支援

１０億円

（９億円）



【７年度当初】 【６年度補正】

② 花粉症解決に向けた緊急総合対策＜一部公共＞

・国民の４割以上が患っている花粉症が深刻な社会

課題となっている中、国民の安全・安心の観点か

ら、スギ人工林の伐採・植替え等の加速化、スギ

材需要の拡大、花粉の少ない苗木の生産拡大、林

業の生産性向上及び労働力の確保、花粉飛散量の

予測・飛散防止、スギ花粉米の実用化に向けた安

全性・有効性の検証の取組を推進

５７億円

（林業・木材産業国際競争力強化総合対策）

４５９億円の内数

③ 森林整備事業＜公共＞

・森林吸収源の機能強化・国土強靱化に向けた間

伐、主伐後の再造林、幹線となる林道の開設・改

良等の推進に加え、花粉発生源対策としてスギ人

工林の伐採・植替え、路網整備等を推進

１,２５６億円

（１,２５４億円）

５０６億円

④ 治山事業＜公共＞

・豪雨・地震等に起因する山地災害から国民の生

命・財産を守るため、令和６年能登半島地震で得

られた教訓等を踏まえた避難路を保全する治山対

策の強化など、国土強靱化に向けた取組等を推進

６２５億円

（６２４億円）

３１０億円

⑤ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞

・地方の裁量によって実施する農林水産業の基盤整

備や農山漁村の防災・減災対策に必要な交付金を

交付

７６２億円

（７７０億円）



Ⅳ 防災・減災、国土強靱化と災害復旧等の推進

⑴ 防災・減災、国土強靱化の推進

【７年度当初】 【６年度補正】

① 治山施設の設置等による対策＜公共＞

・豪雨・地震等に起因する山地災害から国民の生

命・財産を守るため、山地災害危険地区や氾濫し

た河川上流域等において、流木・土石流・山腹崩

壊の抑制対策等を推進

３１０億円

② 森林整備による対策＜公共＞

・森林の防災・保水機能を適切に発揮するため、道

路など重要なインフラ施設周辺や氾濫した河川上

流域等での間伐、再造林、幹線となる林道の開

設・改良等の対策を推進

２０１億円

⑵ 災害被害の復旧・復興

① 災害復旧等事業＜公共＞

・被災した農地・農業用施設、治山施設、林道施

設、漁港施設等の速やかな復旧等を実施・支援

１８０億円の内数

（２０２億円の内数）

７１６億円の内数

② 令和６年能登半島地震及び令和６年９月の豪雨への対応

ア 被災木材加工流通施設等緊急復旧対策

・被災した木材加工流通施設の復旧・整備等を支援

１億円
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